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１９年度の業績は「減収減益」となりました。

売上高は、▲３７１億円減の１兆９千２５２億円となりました。これは、「ガスセグメント」におけ

るガス販売量減少等に伴う▲５８３億円減等が主な要因です。

営業費用は、▲４４９億円減の１兆８千２３７億円となりました。これも、「ガスセグメント」にお

けるガス販売量減少等に伴う▲６０５億円減等が主な要因です。

この結果、営業利益は＋８．３％、＋７８億円増の１千１５億円、経常利益は＋１４．９％、＋

１３４億円増の１千２７億円とそれぞれ増益しました。

しかしながら、特別損益において、前年度は固定資産売却益を計上したものの、今年度は

▲３５１億円を計上したことにより、▲６２９億円減となりました。

結果、親会社株主に帰属する当期純利益は、▲４８．７％、▲４１２億円減の４３３億円となり

ました。

なお、特別損益▲３５１億円については、先日適時開示いたしました、海外上流事業にお

ける、現下の原油需要の落ち込みに伴う原油・天然ガス価格の下落等による、約２８４億円

の追加計上を含む、減損損失▲２８１億円、投資有価証券評価損▲１８６億円に加えて、

契約精算益＋１１６億円が含まれます。

「契約精算益」については、原料に関する契約における債務を取り崩したものとなりますが

、契約内容等に関しては、契約相手との関係上、非開示となります。
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ガス販売量についてご説明いたします。

１９年度のガス販売量は、▲８．８％減の１３８億５千５百万m3となりました。ガス販売量の減

少は、発電用のお客さまにおける、▲７億４千６百万m3の減少、一般工業用のお客さまに

おける、▲２億７千万m3の減少、家庭用のお客さま件数減による▲２億２千７百万m3の減

少が主な要因となっています。
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１９年度の電力販売量は、全体では＋３３．１％増の２０６億４百万kWhとなりました。

小売においては、契約件数の増加により＋３０％増の８５億２千２百万kWhとなりました。１９

年度においては、厳しい競争環境を踏まえ、期中で機動的に効果的なキャンペーンを実

施してまいりました。

年度末に、コロナ影響等によりお客さまとの接点件数減、宅内での滞在時間減等の影響を

受け、１９年度末実績としては２３６万件となりましたが、４月２４日には２４０万件を達成しま

した。 加えて、卸他についても＋３５．４％増の１２０億８千２百万kWhとなりました。
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セグメント別の売上高、および営業利益に持分法損益を加えたセグメント利益とその増減

を記載しています。

セグメント利益については、「ガスセグメント」における＋１０２億円増が、全体利益を押し上

げています。



ガスセグメントの＋１０２億円の増益は、スライドタイムラグにおける＋２２４億円の改善、託

送供給収益の＋１７１億円増が主な要因です。

電力セグメントは、小売り件数・販売量が増加したこと等により粗利が増加したものの、営業

強化キャンペーン実施等に伴う小売販売経費やシステム関係費等の増加もあり、前年度と

ほほ同額となりました。

海外セグメントについては、海外上流プロジェクトにおける販売数量減に伴う利益減により

▲２１億円の減益となりました。なお、中下流プロジェクトを行う持分法適用会社の利益増

により、持分法損益は２５億円の増益となりました。
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７ページには、連結ベースのキャッシュフローの使途を掲載しております。
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8ページには、連結ベースの主要計数を掲載しております。
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株主還元について、配当は１株当たり年間６０円の継続を予定しております。これに伴い配

当総額は２６４億円となり、総分配性向６割に達するため、自社株取得については予定して

おりません。
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新型コロナウイルス感染症が当社の事業に与える影響の範囲やその度合いについて、現

時点において合理的な算定は行うのは困難であると判断したため、21年3月期の連結業績

予想につきましては未定とさせていただきます。

今後、合理的な算定が可能となった段階で、速やかに公表いたします。
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検針日の関係から、需要分野別のガス販売量の動向等を定量的に把握・分析できるのは、

５月以降になるものの、現時点で想定しうる主要な影響をお示ししています。

ガスセグメントにおいては、「エネルギーの安定供給・保安の確保」に最優先に取り組むも

のの、お客さま側のご事情や当社の体制上の問題から、一定の制約を受ける可能性があり

ます。こうした問題への対応のために、追加的なコストが発生する可能性があります

ガス販売量に関しては、主に自動車産業・部品メーカー、学校・飲食・ホテル等において

需要が減少する可能性があると想定しております。

また、世界的な原油需要の落ち込みに伴う原油価格の下落により、短期的な収支動向（ス

ライドタイムラグ）に大きな影響が発生する可能性があります。

電力セグメントにおいては、お客さま宅での作業件数や滞在時間の減少等により、当社が

強みとする接点機会を通じた顧客獲得にマイナスの影響が出る可能性があります。

また、東日本エリアの電力需要減等にともなう卸取引所の価格下落による影響を受ける可

能性があります。

海外セグメントにおいては、資源価格の下落および生産量の減少等により、出資先プロ

ジェクトや投資先事業会社が影響を受ける可能性があります。

また、再エネ事業やLNGインフラ事業においてプロジェクト遅延の可能性があります

その他にも、住宅着工件数の減少等に伴う工事件数の減少や、お客さまとの接点機会が

減ることによるガス機器販売の減少、エンジニアリング事業における工事遅延等の可能性

があります。また、ホテル事業においては、既に稼働減の影響が出始めています。
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１３ページ、１４ページには、新型コロナウイルスの感染拡大に対する当社の取り組みにつ
いて、具体的な内容を記載しております。
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巻末には、参考資料として原油価格・為替レートの推移に加え、19年度から本日までの主
なプレスリリース、主な海外投資案件、電力・都市ガスのスイッチング件数の推移等を掲載
しておりますので、ご参照ください。
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